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Ⅰ．運営の手引きについて                     

 サービス提供の流れや請求事務に関する注意事項をまとめた「運営の手引き」を

作成しましたので、事業運営の参考にしてください。 

 事業の実施にあたっては、下記の法令等をご確認いただくようお願いします。 

また、その他、食品衛生関係法令及び保健センターの指導を遵守し、調理施設の衛

生管理にも努めてください。 

＜関係する法令等＞ 

１ 生活援助型配食サービス 

（1）名古屋市介護保険条例 

（2）名古屋市介護保険条例施行細則 

（3）名古屋市生活援助型配食サービス実施要綱 

（4）名古屋市生活援助型配食サービスの実施事業者に関する基準 

２ 自立支援型配食サービス 

(1) 名古屋市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱 

(2) 名古屋市介護予防・日常生活支援総合事業における第１号事業に係る指定事

業者の指定の申請等に関する要綱 

(3) 名古屋市自立支援型配食サービスに関する実施要領 

 

●配食サービスに関する情報は、市ホームページに掲載しています。 

＜掲載のページ＞ 

NAGOYAかいごネット（事業者向け） 

＞介護保険事業者の指定・登録 

＞配食サービス事業者のページ 

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/shitei/haishoku/ 
 

 

 

 

 

 

【高齢者向け配食サービスの問い合わせ先】 

１ 生活援助型配食サービス（要介護者） 

名古屋市介護保険課給付担当 052-972-2594 
 

２ 自立支援型配食サービス（要支援者、事業対象者） 

名古屋市高齢福祉課介護予防担当 052-972-2540 
 

※ 事業所指定後の利用開始届出及び支給申請の窓口は、各区役所福祉課です。 

3

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/shitei/haishoku/


- 2 - 
 

Ⅱ. 配食サービスについて                     

＜ 趣 旨 ＞ 

自立した生活や栄養改善等のため、１日１食を限度として、利用者の居宅への食

事の配達及び安否の確認を行います。 

 

＜ サービスの内容 ＞ 

・利用者の居宅へ食事（昼食又は夕食）を配達します（保険給付の対象は、１日

に１食が限度）。 

・食事を配達する際、利用者の安否を確認します。異常が認められる場合は、関

係機関への連絡等必要な措置を講じます。 

 

＜ 対象者 ＞ 

在宅で生活している方で、安否確認を必要とし、次のいずれかに該当する方 

（同居家族がいる場合でも、下記の対象者に該当する方であれば利用可能。） 

１ 生活援助型配食サービス 

・介護保険の要介護認定を受けている方（要介護１～５の方） 
 

２ 自立支援型配食サービス 

・介護保険の要支援認定を受けている方（要支援１・２の方） 

・65歳以上の方で、いきいき支援センター等が実施する基本チェックリストで、

「事業対象者」と判定された方 

 

＜ 事業者 ＞ 

市長が指定する事業者 

（市に対して指定申請を行い、審査の後、指定を受けた事業者） 

※ 自立支援型配食サービスの実施にあたっては、生活援助型配食サービスの指

定事業者として指定を受けた事業者であっても、別途自立支援型配食サービス

の指定事業者として指定を受ける必要があります。 

なお、平成28年5月31日時点の生活援助型配食サービスの指定事業者（自立支

援型配食サービスの指定を辞退した事業者を除く。）は、自立支援型配食サー

ビスの指定事業者とみなします。 

※ ６年ごとに指定の更新が必要です。 
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＜ 費 用 ＞ 

 利用者がサービス事業費の一部(介護保険負担割合証に基づく負担割合)を負担し、

残りは介護保険による給付を行う。 

配食サービス事業費 200円（配食１回あたり） 

内

容 

利用者の居宅への配食及び安否確認を実施した場合の経費として請求 

費

用

負

担 

＜1割負担の利用者の場合＞ 

利用者の負担額：20円 ＋ 食事代 

保険給付額：180円 

＜2割負担の利用者の場合＞ 

利用者の負担額：40円 ＋ 食事代 

保険給付額：160円 

＜3割負担の利用者の場合＞ 

利用者の負担額：60円 ＋ 食事代 

保険給付額：140円 

※ 利用者の負担割合は、介護保険負担割合証に記載されています。 

※ 介護保険利用者負担額減額・免除認定証が交付されている場合は、

「減額・免除認定事項」欄に記載されている給付率に基づく費用の負担

となります。 

※ 食事代については、全額利用者の負担となります(保険給付対象外)。 

※ 保険給付の対象は、１日に１食が限度となります。 
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Ⅲ．サービス事業所の指定等について                

配食サービス事業の実施にかかる新規指定又は更新の申請、及び変更又は廃止の

届出は以下のとおりです。詳細は、介護保険課居宅指定担当にご相談ください。 

（1）新規申請 

配食サービスの実施を希望する事業者は、介護保険課に指定申請書類を提出す

る必要があります。指定申請書等の申請書類により配食サービスの事業者として

の基準を満たしていることが確認できた事業者には、指定通知書を交付します。 

なお、自立支援型配食サービス事業所の指定申請にあたっては、生活援助型配 

食サービスの指定を受けていることが前提です。（自立支援型配食サービスのみ 

の指定を受けることはできません。） 

※ 指定は月に1回で、毎月1日に行います。指定を受けたいと考えている月の2

か月前の末日を指定申請書類の受理期限としています。 

詳しくは、NAGOYAかいごネットの「配食事業者の指定」のページをご覧くだ

さい。 

（2）更新申請 

配食サービス事業所の指定有効期間は、６年です。（自立支援型配食サービス

事業所の指定有効期間は、生活援助型配食サービスと同一となります。） 

期間満了前に、指定更新申請書類の提出等の手続が必要となります。 

更新手続を行わない場合、配食サービス事業は継続できません。事前に案内を

お送りしますので、遺漏のないようお手続ください。 

（3）変更届 

配食サービス事業所の名称、所在地等に変更があった場合は、事由発生から10

日以内に変更届の提出が必要となります。なお、生活援助型配食サービスにおい

て提出された変更届を、自立支援型配食サービスにも準用しますので、自立支援

型配食サービスとしての変更届は不要です。 

※ 変更届の添付書類等は適宜見直しを行います。事前にNAGOYAかいごネットの

「配食事業者の指定」のページをご確認のうえ、ご提出ください。 

（4）廃止届 

事業を廃止するときは、事由発生から10日以内に廃止届の提出が必要となりま

す。生活援助型配食サービスと自立支援型配食サービスそれぞれの廃止届をご提

出ください。 

※ 廃止届の添付書類等は適宜見直しを行います。事前にNAGOYAかいごネットの

「配食事業者の指定」のページをご確認のうえ、ご提出ください。 
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Ⅳ．サービス提供について                    

サービス利用を希望する方からの相談があった場合、以下の手順によりサービ

スを提供してください。 

（1）利用対象者の確認 

利用者が持参する介護保険被保険者証、介護保険負担割合証により、生活援

助型配食サービス又は自立支援型配食サービスの利用対象者であること、また、

利用者負担割合等を確認します。 

※ 介護保険被保険者証の要介護状態区分等に「要介護１」～「要介護５」、

「要支援１」、「要支援２」又は「事業対象者」と記載されており、対象者

の区分が有効期間内であることを確認してください。 

※ 利用者の要介護状態区分は、有効期間内であっても区分変更申請により変

更する可能性があります。介護保険被保険者証及び介護保険負担割合証は、

毎月確認するようにしてください。 

（2）契約の締結 

利用者と事業者が直接契約を交わします。 

契約の締結にあたっては、利用者及び事業者の双方が後日確認できるよう、

契約書を２部作成し、それぞれ１部ずつ保管します。 
→ 契約にあたり、事業所において定めた運営規程の概要、食事内容・料金・

配達時間などの重要事項について説明し、配食サービス提供の開始につい

て利用申込者の同意を得るとともに契約書を取り交わします。 

→ 居宅介護支援事業者のケアマネジャー及びいきいき支援センター職員等と

の連携にあたり、利用者及びその家族の個人情報を使用する場合はあらか

じめ個人情報使用の同意を得ます。 

→ 契約書には、契約期間、サービス提供方法、安否確認方法、緊急連絡先、

連絡方法等を明記します。 

※ 利用にあたり、利用者の住所が異動した場合や、利用している配食サービ

ス事業者が事業を廃止・休止した場合等を除いて、原則１か月に利用できる

事業所は１か所です。 

（3）配食サービス利用者台帳の作成 

契約時には、利用者と上記(2)の書類を取り交わすほか、緊急時の連絡先等

を記載した配食サービス利用者台帳（名古屋市生活援助型配食サービスの実

施事業者に関する基準第１号様式（以下「様式第１号」という。）又はこれ

に相当する要件を備えた様式）を作成します。 
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（4）サービス利用開始申請書の提出 

 

 

 

契約の締結後、配食サービス事業者は配食サービス利用開始（変更）申請

書（名古屋市生活援助型配食サービス実施要綱第２号様式。自立支援型配食

サービスと共通。以下「利用開始申請書」という。）を利用者に記入しても

らいます。配食サービス事業者は、利用者に代わって、利用開始申請書を、

利用者の住所地の区役所福祉課に提出します。オンライン申請も可能です。 

※ 利用開始申請書の提出時期及び配食サービス区分変更時の取扱いは、 

「Ⅵ．その他（1）利用者が要介護度等認定申請をした場合の取扱い」を

参照してください。 

 

 

 

 

（5）サービス実施 

利用者との契約に基づき、１日につき１食の昼食又は夕食を配達し、配達時

に安否を確認します。 

配食サービスは食事の配達とともに安否確認の実施を目的としていますの

で、通所介護の利用時間中など、利用者が不在であることがあらかじめ判明

している時間帯に配達した場合は、保険給付の対象となりません。 

適切に安否確認を実施していないことが判明した場合は、不当利得として

配食サービス費の返還を求める場合があります。また、虚偽の記録に基づい

て請求した場合は、不正請求として取り扱うことがあります。 

サービスを提供したら、「提供日時・配達時の利用者の様子、不在時の場合

はその対応（配達時の対応及びその後に安否確認が実施できた時間など）」を

＜利用開始申請書の同意欄について＞ 
要支援者又は事業対象者については、同意欄への記載が必要です。

（「はい」又は「いいえ」のどちらかに○） 

 

要支援又は事業対象者の方が利用する自立支援型配食サービスについて

は、利用者の同意が得られた場合、介護予防支援事業者であるいきいき支

援センターにサービスの利用について情報提供することとなっています。 

サービスの利用について把握することで、今後の介護保険等サービスの

円滑な利用につながることを目的としています。 

同意欄

※要支援者または事業対象者の方は同意欄に○を付けて下さい。

今後の支援に活用するため、いきいき支援センターに
「配食サービス利用開始（変更）申請書」の写しを提供
することに同意する。

はい　・　いいえ

【必要書類】 
 ・利用開始申請書 
 ・介護保険被保険者証(開いた状態の写しや画像でも可) ※提示可 
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配食サービス提供記録票（名古屋市生活援助型配食サービスの実施事業者に関

する基準第２号様式（以下「様式第２号」という。）又はこれに相当する要件

を備えた様式）に記載し、保管します。 

サービス実施にあたっての留意事項は、次章「Ⅴ.配達時について」にも記載

しています。 

※ 病院等に入院している日又は次の介護サービス等を利用している日は、原

則として配食サービス費の対象となりません。ただし、入院・退院日又は入

所・退所日は除きます。 

利用不可 原則利用不可 

(食事サービスの提供がない場合は利用可) 

・(介護予防)短期入所生活介護 

・(介護予防)短期入所療養介護 

・(介護予防)小規模多機能型居宅介護のうち

宿泊サービス 

・看護小規模多機能型居宅介護のうち 

宿泊サービス 

・(介護予防)認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者介護 

・介護保険施設 

・(介護予防)特定施設入居者生活介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・有料老人ホーム 

（6）利用者への費用請求 

配食サービス事業者は、食事代の全額及び配食サービス費の一部を利用者に

請求します。 

※ 配食サービス費は１食あたり200円です。利用者は200円のうち、介護保

険負担割合証に記載された割合を負担します。介護保険利用者負担額減

額・免除認定証が交付されている場合は、「減額・免除認定事項」欄に記

載されている給付率に基づく費用の負担となります。 

※ なお、食事代は保険給付の対象外であり、事業所ごとに定める額を利用

者が全額負担します。 

（7）配食サービス費の支給申請 

 

支給申請書及び総括票を、サービス提供月の翌月10日（休庁日の場合は翌開

庁日）までに、利用者の住所地の区役所福祉課に提出します。 

なお、サービス提供の翌月10日までに提出できなかった場合は、翌々月以降

の支給申請と併せて申請します。 

【必要書類】 

  ・支給申請書 

  ・支給申請総括票 

  ・事業者の身分証（名刺、名札、指定通知書等）※提示可 
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提出の際には、必ず事業者の身分証等(写しでも可)を添付もしくは提示して

ください。 

ア サービス費支給申請書の作成 

配食サービス事業者は、サービス提供月ごとに配食サービス提供証明書兼配

食サービス費支給申請書（名古屋市生活援助型配食サービス実施要綱第３号様

式。自立支援型配食サービスと共通様式。以下「支給申請書」という。）を作

成します。 

その後、利用者に記名及び確認を受け、配食サービス提供証明書として支給

申請書（写）を利用者に交付します。 

支給申請の際は、必ず利用者に利用実績の確認を受けた上で行ってください。 

※ 作成の際は配食サービスを提供した日が「(5)サービス実施」の配食サー

ビス費の対象とならない日でないことをケアマネジャーや介護保険施設等に

確認する必要があります。 

イ 総括票の作成 

支給申請書を利用者の住所区、サービス提供月及び配食サービス区分（生活

援助型、自立支援型）ごとに分けて取りまとめ、配食サービス提供証明書兼配

食サービス費支給申請総括票（以下「総括票」という。）を作成し、支給申請

書の表紙としてつけます。 

※ 総括票の作成にあたって、「生活援助型」分の総括票と「自立支援型」分 

の総括票は、必ず分けて作成してください。 

 

（8）支給取下申請 

 

既に提出済みの支給申請書を取り下げる場合、配食サービス事業者は配食サ

ービス費支給取下申請書（名古屋市生活援助型配食サービス実施要綱第４号様

式。自立支援型配食サービスと共通様式。以下「取下申請書」という。）を作

成します。 

その後、利用者の住所区、サービス提供月及び配食サービス区分（生活援助

型、自立支援型）ごとに分けて取りまとめ、配食サービス費支給取下申請総括

票（以下「取下総括票」という。）を作成し、取下申請書の表紙としてつけま

す。 

取りまとめた取下申請書及び取下総括票を、毎月10日（休庁日の場合は翌開

庁日）までに、利用者の住所地の区役所福祉課に提出します。提出の際には、

【必要書類】 

  ・取下申請書 

  ・取下総括票 

   ・事業者の身分証（名刺、名札、指定通知書等）※提示可 
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必ず事業者の身分証等(写しでも可)を添付もしくは提示してください。 

後日、納付書が送付されますので、納付書裏面記載の金融機関でお支払いく

ださい。 

（9）配食サービス費の受領 

支給申請書類について、審査が行われ、配食サービス費支給のお知らせがサ

ービス提供月の翌々月初めに送られます。 

その後、配食サービス費が、サービス提供月の翌々月25日（休庁日の場合は

翌開庁日）に、配食サービス事業者が指定した銀行口座に振り込まれます。 

（10）支給不能分があった場合の手続き方法 

審査により支給不能となった支給申請書類については、以下のとおり改めて

手続きを行ってください。 

① サービス提供月の翌々月上旬に、配食サービス費支給不能データ一覧及び

支給不能分の支給申請書が送られます。 

② 配食サービス費支給不能データ一覧に記載されている支給不能になった事

由について、原因を確認します。 

③ 支給申請書を再度作成します。この際、再度、利用者の記名及び確認を受

ける必要があります。 

④ 毎月10日（休庁日の場合は翌開庁日）までに、内容を改めた総括票及び支

給申請書を、利用者の住所地の区役所福祉課に再提出します。 

※ ①で送付する支給申請書の上方には、審査用の「資料番号」を付番して

います。支給不能となったサービス提供月分の支給申請書を修正のうえ再

提出する場合は、返送された支給申請書の「資料番号」を二重線で抹消し

て使用するか、又は新たに支給申請書を作成してご提出ください。 

 

Ⅴ．配達時について                        

（1）配達時の安否確認 

生活援助型配食サービス及び自立支援型配食サービスは、食事の配達及び安否確

認を行うことで、日常生活の基盤である「食」の安定を図るとともに、異常事態時

の緊急対応の確保等により、高齢者の在宅生活を支援することを目的とした介護保

険サービスです。 
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安否確認に対する本市の考え 

配食サービスの提供にあたっては、「食事の配達を手渡しで行い、利用者の安

否確認を実施する」ことが大原則です。配達時には、「特にお変わりありませ

んか」など一声かけて利用者の様子を確認するとともに、体調の異変等が認めら

れた場合は、緊急連絡先への連絡等に速やかに対応していただく必要があります。 

よって、やむを得ず、居宅にいる利用者に対して手渡しによる配達ができない

場合は安否確認が確実に実施できる方法をとらなければなりません。また、安否

確認記録にはその旨を記載してください。 

＜（例）安否確認が確実に実施できる方法 ＞ 

・利用者の同居家族に手渡しして、家族から利用者の安否を確認する。 

記載例：「○時○分、ご主人に手渡し 本人お変わりなし」 

「○時○分、娘様に手渡し   本人お変わりなし」 

・玄関先で声をかけ、奥の居室からの返事で利用者の安否を確認する。 

記載例: 「○時○分、本人の声確認 お変わりなし」 

・配達時に電話連絡し、利用者の安否を確認する。 

記載例: 「○時○分、電話にて本人の声確認 お変わりなし」 

※ 玄関先に弁当を置くだけでは安否確認を実施したことにはならず、配食サー

ビス事業として実施すべき内容を満たしていません。 

介護保険で行う配食サービスは、食事の配達とともに安否確認の実施を目的

としていますので、安否確認の実施を拒む方とは利用契約できません。 

（2）不在時等の対応 

配達時に利用者が不在の場合については、安否が確認できるまで対応が必要

です。基本的な対応としては、再訪問のうえ手渡しする、再訪問時にも不在であ

れば本人連絡先、緊急連絡先に連絡するという流れが想定されます。 

しかしながら、利用者によっては、一人で外出することが危険である場合も

あり、不在である場合に速やかに本人連絡先、緊急連絡先に連絡することが必要

な場合もありますので、利用契約の際に不在時の対応について、あらかじめ取り

決めておくことが必要です。 

なお、利用者が明らかに体調不良等の場合は、迅速な対応が求められます。

いずれの場合も、必要に応じて本人連絡先、緊急連絡先に連絡できるよう、複数

の連絡先（家族、利用者の担当ケアマネジャー、いきいき支援センター等）を日

頃から確認しておきます。 
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＜不在時の基本的な対応＞ 

① 配達時に利用者が不在の場合    → 時間を置いて再度訪問。 

② 再訪問時にも不在の場合      → 本人連絡先、緊急連絡先に連絡。 

③ 緊急連絡先にも連絡がつかない場合 → 連絡がつくまで本人連絡先、緊

急連絡先に連絡。 

＜緊急時の対応＞ 

① 利用者が明らかに体調不良の場合 → 直ちに緊急連絡先に連絡。必要

に応じて救急車を呼ぶ等の対応を

行う。 

② その他不測の事態が生じた場合  → 警察、消防等の関係機関に連絡。 

 

（3）記録について 

サービス提供に関する記録等を整備し、その完結から２年保管することと

されています。提供した具体的な配食サービスの内容等の記録については、

５年保管とします。 

① 配食サービス利用者台帳（様式第１号又はこれに相当する要件を備えた様

式。） 

サービスが円滑に提供できるよう、利用者の要介護度等の区分やその有効

期間、緊急連絡先等を整理します。 

② サービス提供記録票（様式第２号又はこれに相当する要件を備えた様式。） 

サービスを提供したら、「提供日時・配達時の利用者の様子、不在時の場

合はその対応（配達時の対応及びその後に安否確認が実施できた時間など）」

を記録票に記載します。サービス提供記録は、配食サービス経費の支給にあ

たっての根拠となる資料です。また、安否確認を行う事業であることから、

利用者家族等から配食時の利用者の様子を尋ねられることもありますので、

記載を徹底するようにしてください。なお、記録の保存は利用契約の終了か

ら５年間です。 

③ 事故報告書 

配食サービスの提供に伴い事故が発生した場合は、市及び利用者の家族等

に連絡を行います。また、事故の状況、事故発生時にとった対応についても

記録しなければなりません。市への報告様式については、ＮＡＧＯＹＡかい

ごネットに掲載しています。 

④ 苦情相談記録 

利用者からの苦情及びその家族からの苦情に適切に対応するため、苦情相

談窓口を設置し、あらかじめ相談体制について説明するようにしてください。 

また、苦情を受け付けた場合は、その内容等について記録します。 
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（4）衛生管理体制について 

食品衛生法（昭和22年法律第233号）をはじめとする食品衛生関係法令及

び保健センターの指導を遵守し、事故のない食品の衛生管理体制を整えなけ

ればなりません。 

また、原則として調理後おおむね４時間以内に全ての配食を終えるように

してください。 

 

Ⅵ．その他                            

（1）利用者が要介護認定等の申請をした場合の取扱い 

  

名古屋市の高齢者配食サービスは、要介護状態区分等によって利用できるサー

ビス区分が異なります。 

要介護・要支援認定の効力は申請日に遡って生じるため、認定申請中は利用者

がどのサービス区分に該当するか確定していません。そのため、認定結果が確定

する前に提出された支給申請書又は利用開始申請書は受け付けることができず、

返却となります。 

また、自立支援型配食サービスの利用者が要介護認定を受けた場合は生活援助

型配食サービスの対象となるなど、要介護度等区分の変更により対象サービスが

変わることがあります。 

このため、利用者の介護認定申請状況を日頃から確認し、認定結果の確定後に

必要な手続きを行ってください。 

 

＜例：自立支援型配食サービス利用者が要介護等認定申請をした結果＞ 

・要介護認定となった場合 

自立支援型配食サービスは申請日の前日をもって終了し、申請日から生

活援助型配食サービスの対象となります。配食サービス区分が変更となる

ため、生活援助型配食サービスの利用開始申請書を区役所福祉課へ提出し

ます。 

・要支援認定又は非該当となった場合 

引き続き自立支援型配食サービスを利用できます。 

ただし、非該当の場合は、基本チェックリストにより事業対象者として

判定されていることが必要です。 

・利用者が介護認定を申請している場合は、認定結果（該当・非該当）が確

定してから支給申請書及び利用開始申請書を提出してください。 

・要介護度等区分の変更に伴い配食サービス区分が変更となる場合は、変更

後の配食サービス区分に対応した利用開始申請書を提出してください。 

・利用開始申請書が提出されていない状態で支給申請書及び総括票を提出し

た場合は、支給不能となります。 
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（2）緊急通報件数の報告 

配食サービス事業者通報件数報告書を年２回（４月分から９月分までを10月

中、10月分から翌年３月分までを翌年４月中）、介護保険課居宅指定担当宛て

に提出してください。 

なお、提出は、ファクシミリ・メールどちらの方法でも可能です。 

※配食サービス事業者通報件数報告書は、サービス提供や緊急連絡の実績の有

無に関わらず提出が必要です。 

 

＜参考＞押印欄の廃止について 

本市の押印原則の廃止に伴い、配食サービス事業に係る各書類の押印欄は

廃止されましたので、ご承知おきください。 
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該当する配食サービス区分に ○ をつけてください。

要介護１～５の方は生活援助型、要支援１・２及び事業対象者の方は自立支援型

になります。

利用を開始する場合は、開始に ○ をつけてください（要介護等認定区分が変更し、

別の配食サービス区分で利用を開始する場合も「開始」となります。）。

変更申請の場合は、変更に ○ をつけて下さい。変更申請が必要な場合とは、

「契約事業者（委任者）」又は「契約をした事業所」に変更がある場合です。

利用者の居住地や利用する配食サービス区分内での要介護等認定区分の変更

については、変更申請は不要です。

介護保険被保険者証に記載されています。介護保険の認定区分、有効期間は

申請以降も事業者において毎月確認するようにしてください。

利用の開始日を記入します。

配食サービスの利用を始めた場合は「開始」、事業所の基礎情報等に変更があった場

合は「変更」に ○ をつけてください。

【注意点】記載いただいた日にちより前の年月日の配食サービス費を請求された場合、

請求エラーになりますのでご注意ください。

要支援または事業対象者の場合は、「配食サービス利用開始（変更）申請書」

の写しを提供することに同意されるか確認し、いずれかに ○ をつけてください。

利用者の同意が得られた場合、いきいき支援センターに、今後の介護保険等

サービスの円滑な利用につながることを目的として配食サービスの利用について

情報提供します。

記 入 例
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※クリップ類で束ねてください。
 （ホッチキス留めは受付けません）

令和 年 月 日
15 17 19

様 「元」年ではなく、数字を記載してください。

（ 区分）

保険者番号

事業所名

21 26 事業者番号

※ 保険者番号は区ごとに番号が異なるため
必ず確認して下さい。

27 36

ー

ビ
１．生活援助型
　  　(要介護１～5）

２．自立支援型
　 (要支援1～2、事業対象者）
41

※ 提供月が平成３０年３月以前の場合、要支援認定者は生活援助型の配食サービス区分で申請して下さい。

令和 年 月分
37 39

「元」年ではなく、数字を記載してください。

金 円

 

ただし、  始め、 件
42 44

(令和２年１２月　改訂版）

配食サービス提供証明書兼配食サービス費支給申請総括票

1 1 0 1 0

名　古　屋　市　長

中

2 3 1 0 6 8 　○　○　○　○　○

7 5 8 9 9 9 9 9 9 9

配食サービス区分

名古屋市  配食サービス費について、次のとおり支給申請します。

1 9

利用開始申請書の提出をした上で、支給申請をしている。また、配食サービス区分が変更
になった場合は、新たな配食サービス区分で利用開始申請書を提出している。

認定・事業対象者の有効期間を介護保険被保険者証で確認している。

利用者の負担割合を介護保険負担割合証で確認している。

＊＊＊，＊＊＊

5○　○　　○　○　○

チェック欄

１ ０
13

【注意点】 この欄の数字は、削除しないでください。

申請日を記入してください。空欄または記載誤りの場合、請求エラーになります。

事業所名、事業者番号を記入してください。事業者番号が空欄または記載誤り

の場合、請求エラーになります。

申請する区の保険者番号を記入してください。保険者番号欄が空欄または記載

誤りの場合、請求エラーになります。

【千種区】 ２ ３ １ ０ １ ９ 【熱田区】 ２ ３ １ ０ ９ ２

【東 区】 ２ ３ １ ０ ２ ７ 【中川区】 ２ ３ １ １ ０ ０

【北 区】 ２ ３ １ ０ ３ ５ 【港 区】 ２ ３ １ １ １ ８

【西 区】 ２ ３ １ ０ ４ ３ 【南 区】 ２ ３ １ １ ２ ６

【中村区】 ２ ３ １ ０ ５ ０ 【守山区】 ２ ３ １ １ ３ ４

【中 区】 ２ ３ １ ０ ６ ８ 【緑 区】 ２ ３ １ １ ４ ２

【昭和区】 ２ ３ １ ０ ７ ６ 【名東区】 ２ ３ １ １ ５ ９

【瑞穂区】 ２ ３ １ ０ ８ ４ 【天白区】 ２ ３ １ １ ６ ７

生活援助型配食サービスの場合、１：生活援助型に ○ をつけてください。

自立支援型配食サービスの場合、２：自立支援型に ○ をつけてください。

なお、 ○ をつける時は、数字を含めた文言全体を囲んでください。

【注意点】 文言は削除しないでください。

生活援助型と自立支援型は分けて作成してください。

サービス提供年月を記入してください。

空欄または記載誤りがある場合、請求エラーになります。

申請金額を記入してください。

【注意点】以下の内容別に分けて、金額を合計してください。

・行政区（千種区、東区など）

・配食サービス区分（生活援助型、自立支援型）

・サービス提供年月

利用者のうちどなたか１名の氏名、及び、申請件数を記入してください。

それぞれの内容について確認し、間違いがなければチェックを記入してください。

申請する行政区名を記入してください。

記 入 例
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（第３号様式）

提供事業所名

(令和２年１２月　改訂版）

「元」年ではなく、数字を記載してください。

61

71

81

 
  計 日

91 92

※配食を利用した日に、｢１｣を記入してください。

上記のとおり、配食サービスを受けたことを証明します。
令和  年  月  日

 住    所

氏    名

電話番号

上記利用者にかかる、令和 年 月分 　配食サービス費について、以下のとおり支給申請します。

令和  年  月  日

 申請者 事業者名

所 在 地

氏    名

電話番号

 支給申請額 円
94 97

（＠ × 給付率 ％ × 提供日数  日 ＝ 円）

配食サービス提供証明書兼配食サービス費支給申請書

○　○　○　○　○

被保険者番号 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 配食サービス区分

 1 :生活援助型（要介護）
フリガナ

被保険者氏名  2 :自立支援型(要支援,事業対象者)

配食サービス
実績

給付率※

1 9 ※７０～１００の数字をご記入下さい。
（例）１割負担は０９０、２割負担は０８０令和 年 月分

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 1 1 1 1

28 29

20

1 1 1 1
11 12 13 14 15 16 17 18 19

支給申請欄（事業者使用欄）

1 9

30

1 1 1 1 1
21 22 23 24 25 26 27

▲

200 90 14

31

2,520

2 5 2 0

1 4

名古屋市長　様

（利用者）

１ １
13

【注意点】 この欄の数字は、削除しないでください。

生活援助型配食サービスの場合、１：生活援助型に ○ をつけてください。

自立支援型配食サービスの場合、２：自立支援型に ○ をつけてください。

【注意点】 文言は削除しないでください。

利用者負担割合が１割の場合は、”０９０”

利用者負担割合が２割の場合は、”０８０”

利用者負担割合が３割の場合は、”０７０”

利用者負担減免を受けている場合は”１００”、”０９５”、”０９０”等を記入

してください。

利用日に １ を記入してください。

【注意点】 １ 以外は記入しないでください。

利用日の合計日数を記入してください。

利用者の方に、上記の内容について確認いただき、記入してもらいます。

事業者の情報を記入してください。(事業者が、事業所に請求及び受領について

委任している場合は事業所の情報を記入してください)

計算結果にもとづく支給申請額を記載してください。計算に誤りがある場合、

請求エラーになります。

給付割合を記入してください。

【注意点】 上表の「給付率」と一致させてください。

提供日数を記入してください。

【注意点】 上表の「配食サービス実績」の日数と一致させてください。

0 09

利用年月を記入してください。

【注意点】上表の利用年月と

一致させてください。

事業所名を記入してください。

利用者の方の情報（被保険者番号、氏名）を記入してくださ

※
記
載
漏
れ
、
誤
り
が
あ
る
と
請
求
エ
ラ
ー
に
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

記 入 例
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ス
提
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証
明
書
兼
配
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ス
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支
給
申
請
総
括
票
を

表
紙
と
し
て
付
け
て
く
だ
さ
い
。
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エラーコード エラー内容 対応方法

503

存在しない被保険者番号が入力さ
れている場合のエラー、または、利
用契約の届出が名古屋市に提出さ
れていない場合のエラーです。

被保険者番号の記載が誤っている場合があります。介護
保険被保険者証で被保険者番号を確認してください。
利用開始申請がされていません。「配食サービス利用（
開始 ・ 変更 ）申請書（兼受領委任申出書）」を提出してく
ださい。

504
利用契約の届出が名古屋市に提出
されていない場合のエラーです。

提出した利用開始申請書の記載が誤っている場合があ
ります。配食サービス区分（生活援助型または自立支援
型）や事業所番号等に間違いがないか確認してください。

523

利用者の給付割合に誤りがある場
合のエラーです。負担割合証を確認
し、正しい給付割合を記入してくださ
い。

負担割合証を確認して正しい給付割合（９割、８割または
７割）で再度提出してください。
利用者負担減免を受けている場合は減免後の割合で提
出してください。

514
配食サービスを提供した月が､要介
護等認定申請中､または認定期間外
の場合のエラーです。

認定申請中の場合は、認定結果が確認できてから請求し
てください。認定後に、配食サービス区分が変更になる場
合は（生活援助型 自立支援型）、再度、変更後の配食
サービス区分で利用開始申請書の提出が必要です。

604
利用契約期間外の請求を行った場
合のエラーです。

別の事業者が契約を取り交わした場合は、その期間は請
求ができません。利用者にご確認のうえ、「配食サービス
利用（ 開始 ・ 変更 ）申請書（兼受領委任申出書）」の期
間をご確認ください。

614
利用契約期間外（利用開始日以前）
の配食サービス費の請求を行った
場合のエラーです。

区役所に提出した利用開始日を確認してください。利用
開始日より前の日付の請求があります。

615
利用契約期間外（利用終了日以降）
の配食サービス費の請求を行った
場合のエラーです。

利用終了日（廃止日）より後の日付の請求があるため利
用終了日を確認してください。

発生しやすいエラー内容とその対応方法
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該当する配食サービス区分に ○ をつけてください。

要介護１～５の方は生活援助型、要支援１・２及び事業対象者の方は自立支援型

になります。

利用を開始する場合は、開始に ○ をつけてください（要介護等認定区分が変更し、

別の配食サービス区分で利用を開始する場合も「開始」となります。）。

変更申請の場合は、変更に ○ をつけて下さい。変更申請が必要な場合とは、

「契約事業者（委任者）」又は「契約をした事業所」に変更がある場合です。

利用者の居住地や利用する配食サービス区分内での要介護等認定区分の変更

については、変更申請は不要です。

介護保険被保険者証に記載されています。介護保険の認定区分、有効期間は

申請以降も事業者において毎月確認するようにしてください。

利用の開始日を記入します。

配食サービスの利用を始めた場合は「開始」、事業所の基礎情報等に変更があった場

合は「変更」に ○ をつけてください。

【注意点】記載いただいた日にちより前の年月日の配食サービス費を請求された場合、

請求エラーになりますのでご注意ください。

要支援または事業対象者の場合は、「配食サービス利用開始（変更）申請書」

の写しを提供することに同意されるか確認し、いずれかに ○ をつけてください。

利用者の同意が得られた場合、いきいき支援センターに、今後の介護保険等

サービスの円滑な利用につながることを目的として配食サービスの利用について

情報提供します。

記 入 例
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※クリップ類で束ねてください。
 （ホッチキス留めは受付けません）

令和 年 月 日
15 17 19

様 「元」年ではなく、数字を記載してください。

（ 区分）

保険者番号

事業所名

21 26 事業者番号

※ 保険者番号は区ごとに番号が異なるため
必ず確認して下さい。

27 36

ー

ビ
１．生活援助型
　  　(要介護１～5）

２．自立支援型
　 (要支援1～2、事業対象者）
41

※ 提供月が平成３０年３月以前の場合、要支援認定者は生活援助型の配食サービス区分で申請して下さい。

令和 年 月分
37 39

「元」年ではなく、数字を記載してください。

金 円

 

ただし、  始め、 件
42 44

(令和２年１２月　改訂版）

配食サービス提供証明書兼配食サービス費支給申請総括票

1 1 0 1 0

名　古　屋　市　長

中

2 3 1 0 6 8 　○　○　○　○　○

7 5 8 9 9 9 9 9 9 9

配食サービス区分

名古屋市  配食サービス費について、次のとおり支給申請します。

1 9

利用開始申請書の提出をした上で、支給申請をしている。また、配食サービス区分が変更
になった場合は、新たな配食サービス区分で利用開始申請書を提出している。

認定・事業対象者の有効期間を介護保険被保険者証で確認している。

利用者の負担割合を介護保険負担割合証で確認している。

＊＊＊，＊＊＊

5○　○　　○　○　○

チェック欄

１ ０
13

【注意点】 この欄の数字は、削除しないでください。

申請日を記入してください。空欄または記載誤りの場合、請求エラーになります。

事業所名、事業者番号を記入してください。事業者番号が空欄または記載誤り

の場合、請求エラーになります。

申請する区の保険者番号を記入してください。保険者番号欄が空欄または記載

誤りの場合、請求エラーになります。

【千種区】 ２ ３ １ ０ １ ９ 【熱田区】 ２ ３ １ ０ ９ ２

【東 区】 ２ ３ １ ０ ２ ７ 【中川区】 ２ ３ １ １ ０ ０

【北 区】 ２ ３ １ ０ ３ ５ 【港 区】 ２ ３ １ １ １ ８

【西 区】 ２ ３ １ ０ ４ ３ 【南 区】 ２ ３ １ １ ２ ６

【中村区】 ２ ３ １ ０ ５ ０ 【守山区】 ２ ３ １ １ ３ ４

【中 区】 ２ ３ １ ０ ６ ８ 【緑 区】 ２ ３ １ １ ４ ２

【昭和区】 ２ ３ １ ０ ７ ６ 【名東区】 ２ ３ １ １ ５ ９

【瑞穂区】 ２ ３ １ ０ ８ ４ 【天白区】 ２ ３ １ １ ６ ７

生活援助型配食サービスの場合、１：生活援助型に ○ をつけてください。

自立支援型配食サービスの場合、２：自立支援型に ○ をつけてください。

なお、 ○ をつける時は、数字を含めた文言全体を囲んでください。

【注意点】 文言は削除しないでください。

生活援助型と自立支援型は分けて作成してください。

サービス提供年月を記入してください。

空欄または記載誤りがある場合、請求エラーになります。

申請金額を記入してください。

【注意点】以下の内容別に分けて、金額を合計してください。

・行政区（千種区、東区など）

・配食サービス区分（生活援助型、自立支援型）

・サービス提供年月

利用者のうちどなたか１名の氏名、及び、申請件数を記入してください。

それぞれの内容について確認し、間違いがなければチェックを記入してください。

申請する行政区名を記入してください。

記 入 例
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（第３号様式）

提供事業所名

(令和２年１２月　改訂版）

「元」年ではなく、数字を記載してください。

61

71

81

 
  計 日

91 92

※配食を利用した日に、｢１｣を記入してください。

上記のとおり、配食サービスを受けたことを証明します。
令和  年  月  日

 住    所

氏    名

電話番号

上記利用者にかかる、令和 年 月分 　配食サービス費について、以下のとおり支給申請します。

令和  年  月  日

 申請者 事業者名

所 在 地

氏    名

電話番号

 支給申請額 円
94 97

（＠ × 給付率 ％ × 提供日数  日 ＝ 円）

▲

200 90 14

31

2,520

2 5 2 0

1 4

名古屋市長　様

（利用者）

支給申請欄（事業者使用欄）

1 9

30

1 1 1 1 1
21 22 23 24 25 26 27 28 29

20

1 1 1 1
11 12 13 14 15 16 17 18 19

1 1 1 1

被保険者氏名  2 :自立支援型(要支援,事業対象者)

配食サービス
実績

給付率※

1 9 ※７０～１００の数字をご記入下さい。
（例）１割負担は０９０、２割負担は０８０令和 年 月分

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1

配食サービス提供証明書兼配食サービス費支給申請書

○　○　○　○　○

被保険者番号 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 配食サービス区分

 1 :生活援助型（要介護）
フリガナ

１ １
13

【注意点】 この欄の数字は、削除しないでください。

生活援助型配食サービスの場合、１：生活援助型に ○ をつけてください。

自立支援型配食サービスの場合、２：自立支援型に ○ をつけてください。

【注意点】 平成３０年３月以前提供分で要支援認定者の請求をする場合は、

配食サービス区分は「１：生活援助型」になりますので注意して

ください。

【注意点】 文言は削除しないでください。

利用者負担割合が１割の場合は、”０９０”

利用者負担割合が２割の場合は、”０８０”

利用者負担割合が３割の場合は、”０７０”

利用者負担減免を受けている場合は”１００”、”０９５”、”０９０”等を記入

してください。

利用日に １ を記入してください。

【注意点】 １ 以外は記入しないでください。

利用日の合計日数を記入してください。

利用者の方に、上記の内容について確認いただき、記入してもらいます。

事業所の情報を記入してください。

計算結果にもとづく支給申請額を記載してください。計算に誤りがある場合、

請求エラーになります。

給付割合を記入してください。

【注意点】 上表の「給付率」と一致させてください。

提供日数を記入してください。

【注意点】 上表の「配食サービス実績」の日数と一致させてください。

0 09

利用年月を記入してください。

【注意点】上表の利用年月と

一致させてください。

事業所名を記入してください。

利用者の方の情報（被保険者番号、氏名）を記入してください。

※
記
載
漏
れ
、
誤
り
が
あ
る
と
請
求
エ
ラ
ー
に
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

記 入 例
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。
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エラーコード エラー内容 対応方法

503

存在しない被保険者番号が入力さ
れている場合のエラー、または、利
用契約の届出が名古屋市に提出さ
れていない場合のエラーです。

被保険者番号の記載が誤っている場合があります。介護
保険被保険者証で被保険者番号を確認してください。
利用開始申請がされていません。「配食サービス利用（
開始 ・ 変更 ）申請書（兼受領委任申出書）」を提出してく
ださい。

504
利用契約の届出が名古屋市に提出
されていない場合のエラーです。

提出した利用開始申請書の記載が誤っている場合があ
ります。配食サービス区分（生活援助型または自立支援
型）や事業所番号等に間違いがないか確認してください。

523

利用者の給付割合に誤りがある場
合のエラーです。負担割合証を確認
し、正しい給付割合を記入してくださ
い。

負担割合証を確認して正しい給付割合（９割、８割または
７割）で再度提出してください。
利用者負担減免を受けている場合は減免後の割合で提
出してください。

514
配食サービスを提供した月が､要介
護等認定申請中､または認定期間外
の場合のエラーです。

認定申請中の場合は、認定結果が確認できてから請求し
てください。認定後に、配食サービス区分が変更になる場
合は（生活援助型 自立支援型）、再度、変更後の配食
サービス区分で利用開始申請書の提出が必要です。

604
利用契約期間外の請求を行った場
合のエラーです。

別の事業者が契約を取り交わした場合は、その期間は請
求ができません。利用者にご確認のうえ、「配食サービス
利用（ 開始 ・ 変更 ）申請書（兼受領委任申出書）」の期
間をご確認ください。

614
利用契約期間外（利用開始日以前）
の配食サービス費の請求を行った
場合のエラーです。

区役所に提出した利用開始日を確認してください。利用
開始日より前の日付の請求があります。

615
利用契約期間外（利用終了日以降）
の配食サービス費の請求を行った
場合のエラーです。

利用終了日（廃止日）より後の日付の請求があるため利
用終了日を確認してください。

発生しやすいエラー内容とその対応方法
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様式第２ 号

配食サービス提供記録票（   年  月分）

配食サービス事業所名：               

被保険者番号 

氏 名 電話番号 

介護認定等の区分 
事業対象者 、  要支援１ ・ ２

要介護1・ 2・ 3・ 4・ 5 

介護認定等の 

有効期間 
年 月まで

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
記
録

日 曜日 時間 配食時の様子 
備考 

（ 不在時の対応等を記録）  
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事 故 等 報 告 書
  年  月  日 

（ あて先） 名古屋市健康福祉局介護保険課長 

配食サービスの提供に伴い発生した事故等について、 下記のとおり報告します。  

報告担当者（ 役職/氏名）                  

 （ 連絡先： （    ）          ）   

１  事業所又は施設の詳細 

事業所名称 法 人 名（ 法人でない場合、 代表者名）  

事業所番号 事業所所在地 

２  区分  （ 該当する番号に を付すこと）  

  【   1  2(1 )食中毒 / (2 )安否の異状事態（ ） / (3)交通事故（ ）  （ 4） その他 】

 1   （ ） 配達時に死亡が確認された場合、 配達時の安否確認、緊急連絡対応の不足等があり、安否の異状が遅

れて確認された場合等 

 2  （ ） 交通事故等により、 定刻に食事が配送されないなど利用者へ影響が生じた場合等 

３  対象者 

（ 集団食中毒発生の場合、 人数を記載。  

なお、 全ての利用者について以下の内容を報告すること。（ 任意様式可））  

被保険者番号 

（ ふりがな）  

被保険者氏名 Ｍ・ Ｔ ・ Ｓ  年  月  日生（   歳）

被保険者住所 

要支援・ 要介護等区分
事業対象者 ・  要支援１  ・  要支援２ 

要介護１ ・  要介護２ ・  要介護３ ・  要介護４  ・  要介護５ 

４  発生日時 

  年  月  日  午前・ 午後  時  分頃  

５  事故発生時の状況および事故発生後の対応 

（ 事故発生原因、事故発生時の状況、事故の程度、対応職員名及び対応状況、事故発生後の対応経過を簡潔かつ詳

細に記入すること。）

６  再発防止にかかる管理者の所見 

（ 再発防止の取り組み内容を簡潔に記載すること。）  

 本様式で全ての内容が記載できない場合は、 本様式に別紙を添付し報告すること。  

人
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年　　　月　　　日

（あて先）名古屋市長

事業者名

事業者番号　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　次のとおり配食サービス事業における緊急連絡先等への通報件数を報告します。

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

生活援助(介護) 　 人 回 件 件

自立支援 人 回 件 件

障害者自立 人 回 件 件

【記入方法】
・毎年2回、通報件数を報告してください。　4月～9月分を10月中、10月～翌3月分を翌4月中に提出。

・「提供人数」は月末時点の利用人数、「緊急連絡件数」には,本人と連絡を取ることができない場合などに

　緊急連絡先等（ケアマネジャー、いきいき支援センター、障害者基幹相談支援センターを含む）へ連絡を取った

　ときに1件として計上してください。　（一人の提供者について、複数の連絡先に連絡をとった場合でも1件として計上）

・「救急等関係機関への緊急連絡件数（再掲）」には、「緊急連絡件数」に計上したうち、あらかじめ指定した

　緊急連絡先以外の消防や救急等の関係機関に連絡を取った件数を計上してください。

【提出先】

　　　　エルジー

ＦＡＸ　052-959-4155　　　メール：a3487@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp

配食サービス事業者通報件数報告書

提供人数 提供回数 緊急連絡件数
救急等関係機関への
緊急連絡件数（再掲）

    年    月分

名古屋市健康福祉局高齢福祉部 介護保険課 居宅指定担当 宛

    年    月分

    年    月分

    年    月分

合計

    年    月分

    年    月分
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第 24 号様式の 6 

介護保険指定特別給付事業者指定事項変更届出書 

 

年  月  日 

（宛先）名古屋市長 

事業者 住 所 

氏 名            

 

 

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。 

事 業 所 番 号                      

変 更 が あ っ た 事 項 変 更 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 年 月 日  

注 1 変更内容がわかる書類を併せて提出してください。 

  2 変更の日から 10 日以内に届け出てください。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

法人の場合は、所在地、 

名称及び代表者氏名 
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第 24 号様式の 7 

介護保険指定特別給付事業者事業廃止（休止・再開）届出書 

 

年  月  日 

（宛先）名古屋市長 

 

事業者 住 所 

氏 名            

 

 

次のとおり事業を廃止（休止・再開）しましたので届け出ます。 

事 業 所 番 号                      

廃止（休止・再開）する事業所 

名称 

 

所在地 

 

廃 止 （ 休 止 ・ 再 開 ） の 別  

廃止（休止・再開）した年月日  

廃 止 又 は 休 止 し た 理 由 

 

現 に 配 食 サ ー ビ ス を 受 け 

て い た 方 に 対 す る 措 置 

（廃止・休止した場合のみ）

  

休 止 予 定 期 間  

注 廃止（休止・再開）した日から 10 日以内に届け出てください。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

法人の場合は、所在地、 

名称及び代表者氏名 
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- 49 - 
 

○ 安否確認について 

 

 介護保険給付の対象となる配食サービスは、①利用者の居宅へ食事の配達を行

い、②食事の配達の際に安否確認を行うものになります。 

 適切に安否確認を行っていないことが判明した場合、不正受給となり、配食サ

ービス費の返還を求める場合があります。 

今一度安否確認の方法についてご確認いただき、適切な配食サービスの提供

にご協力いただきますようよろしくお願いいたします。 

 

〈 （例）適切でない安否確認 〉 

 

・ 食事の受け渡しに当たって、家族に手渡し、利用者の様子を確認していない。 

→ 食事の受け渡しに当たっては、利用者に対して直接手渡しを行い、利用

者の様子を確認することが原則であるため、家族に手渡しした場合には、

家族に利用者の様子を確認してください。 

 

・ 短期入所生活介護（ショートステイ）利用中や、施設入所中の利用者の居宅

へ食事を配送し、家族に手渡す。 

→ 施設入所中等、利用者が居宅にいないことが明らかな状況において食事

を配送した場合は、保険給付の対象とはなりません。配食サービスを提供

した日が、対象とならない日ではないことを担当のケアマネジャーや介護

保険施設等に確認した上で請求を行ってください。 

感染拡大防止等の理由により、家族に食事を手渡しする場合にも、家族か

ら利用者の様子を聞き取り、利用者が居宅にいないことが明らかな場合

に配食サービスの提供をすることがないよう確認してください。 

 

・ 利用者が安否確認の実施を拒むため、玄関先に弁当を置くのみの対応とする。 

→ 介護保険給付対象となる配食サービスは、食事の配送とともに安否確認

の実施を目的としているため、安否確認の実施を拒む方とは利用契約でき

ません。 

  契約の際には、利用者に配食サービスの趣旨について理解していただいた

上で、配食サービスの利用を開始していただくようにしてください。 
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運営の手引きのポイント 

  
 運営の手引きで注意してもらいたいポイントをまとめました。あれっ？と思われた場

合は、今一度、運営の手引きの該当ページを確認ください。 

 

□ 自立支援型と生活援助型の違いは分かりますか？ ２頁を参照 

□ 毎月、利用者の介護保険被保険者証、負担割合証を確認して

いますか？ 
５頁を参照 

□ 利用者との契約にあたり、個人情報使用の同意の有無を確

認していますか？ 
５頁を参照 

□ 
配食サービス費支給申請書または配食サービス費支給取下

申請書には総括票または取下総括票をつけていますか？ 
７、８、９頁を参照 

□ 毎回、安否確認を確実に実施し、安否確認記録を記載してい

ますか？ 
９、１０、１１頁を参照 
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配食サービスにかかる書面指導について 

 

 令和４年度より、本市の配食サービスに係る指導については、実地による確認・指導から、

書面指導に変更しました。書面指導については、本市の委託を受けた「名古屋市介護事業者

指定指導センター」が実施します。 

 

 

 

 

 指定指導センター 配食サービス事業者 

準 

備 

  

実 

施 

  

結
果
通
知 

  

 

  

書面指導の流れ 

書面指導実施通知の作成・送付 

（書類の提出依頼） 

提出書類準備・送付 

指導実施前準備 

（書類確認）（不足書類請求等） 書類調整 

書面指導の実施 

（書類の内容確認） 

（電話等による質問） 

回答・追加資料送付

 

指導結果まとめ 

指導結果通知の作成・送付 

（必要に応じ改善指示） 

改善状況報告書の作成・提出 

改善状況報告書の確認 
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〇 実地指導・書面指導において多く見られた指摘事項について 

  これまでに実施した配食サービス事業者への実地指導、書面指導において、指摘するこ

とが多かった事項を以下に例示しております。 

 
・  配食サービスの提供の開始に際し、契約書を取り交わしておくこと。 

 
・  配食サービスの提供にあたり、配達時間をサービス提供記録表等に記載すること。 
 
・  配食サービス提供時における利用者の様子等について、具体的に記録しておくこと。 
 → 特に配達時に不在であった場合には、時間をおいて再度訪問をするなどしてその状

況をご確認いただき、その内容を詳しく記録に残してください。 
 
・  利用者及びその家族の個人情報を用いる場合は、あらかじめ文書により利用者及び

その家族の同意を得ること。 
 
・  従業者又は従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らすことがないような必要な措置を講じること。 
 → 秘密保持については、口頭だけで指導するのではなく、従業者と誓約書を取り交わ

す、又は就業規則等により定めるなどの措置を講じてください。 
 
・  自ら提供するサービスの質について評価し、常にその改善を図ること。 
 
・  従業者の資質の向上のため、研修への参加機会を確保すること。 
 
・  従業者の身分証を作成し、携行させること。 
 → 従業者（ボランティアを含む）に配食サービスの提供時等利用者宅を訪問する場合

には、身分を証する書類を携行させ、利用者又はその家族から求められたときは、こ

れを提示すべき旨を指導してください。 
 
・  苦情を受け付けた際は、苦情の受付日、内容等を記録すること。 
 
※ 事業者の基準等については、NAGOYA かいごネット（下記 URL）をご参照ください。 

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/shitei/haishoku/ 
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令和 8 年１０月 19 日（月） 
令和 8 年度配食サービス事業者講習会 

 

 
 

障害者自立支援配食サービスについて 
 
１ 利用対象者（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第４条） 

市内に住所を有し、居宅で生活している次の方 
  身体障害者手帳所持の方のみの世帯に属する方 
  愛護手帳所持の方のみの世帯に属する方 
  精神障害者保健福祉手帳所持の方のみの世帯に属する方 
  難病患者（特定医療費受給者証、指定難病登録者証又は難病を理由として障害福祉

サービス受給者証等を交付されている方）のみの世帯に属する方 
  その他市長が必要と認める世帯に属する方 

※ 生活援助型配食サービス（介護保険特別給付）、自立支援型配食サービス（サービス・活動
事業（介護予防・生活支援サービス事業））の対象となる方を除く。（本事業を利用して配食
サービスを受けていた方が、新たに介護認定を受けた場合は、本事業を利用した配食サービ
スを受けることはできない。この場合、利用者が居住区を所管している障害者基幹相談支援
センターに辞退届を提出する必要がある。） 

 
２ 内容（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第 1，3，5 条） 
  居住区の障害者基幹相談支援センターが実施する「食のアセスメント」により配食

が必要と認められた方に対し、居宅へ食事を配達するとともに、配達時に利用者の
安否を確認する。 

  助成の対象となるのは 1 日１食（昼食又は夕食）が限度。 
 

３ 費用（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第 11 条） 
配食サービスの配送費及び安否確認に要する経費（配食経費 200 円）の一部を助成 

区   分 利用者負担 助   成 
配 食 経 費 20 円（1/10）※1 ※2 180 円（9/10）※3 
食事（弁当）代 全額 − 

（1 食あたり） 
※1 生活保護受給者は、一旦は上記負担額を事業者へ支払うが、翌月から原則 2 月以内に区役

所民生子ども課へ申請することで、食事代を除く負担額（20 円）が償還払いされる。 
※2 中国残留邦人等支援給付受給対象者は、配食経費の利用者負担なし（200 円助成）。 
※3 利用者に支払うべき助成額について、サービス提供事業者へ代理受領で支払うもの。 

 
４ 利用期間（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第 7 条） 

原則 1 年（利用決定日から 1 年後の当該決定日の属する月の末日） 
  障害者基幹相談支援センターが利用者に対し、有効期間の満了前にサービス利用継

続の必要性の有無についてアセスメントを実施する。 

必要性あり 市への報告により、1 年延長される。 
但し、更新時に新しい利用証は交付されない。 

必要性なし 利用辞退届の提出により、利用証が廃止される。 
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※ 要介護と認定された方は「生活援助型配食サービス」、要支援又はサービス・活動事業（介
護予防・生活支援サービス事業）対象者と認定された方は「自立支援型配食サービス」を利
用することになるため、利用証の利用期間内でも障害の配食は辞退となる。日頃より利用者
に対し、介護認定申請の状況確認をするよう努める。 

 
５ サービス提供事業者の要件（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第 9 条） 

下記①及び②に該当する事業者 
① 介護保険制度の生活援助型配食サービスの指定を受けている事業者 
② (公社)名古屋市シルバー人材センターへ「指定申請書」（第６号様式）を提出し、

登録されている事業者 
※①及び②両方の要件を満たしている期間分しか請求できない。 

 

６ サービス提供事業者の留意事項 
(1) 配食について 
  配達時に「利用証」（第 3 号様式）を確認すること。 
  配達時、利用者の安否を確認し、異常が認められる場合には関係機関への連絡等

必要な措置を講じること。 
※ 【関係機関への連絡】は利用者が届け出た緊急連絡先のほか、必要に応じて、消防署

及び警察署に行う。 
※ 緊急連絡先は可能な限り 3 つ以上把握することとし、かつ、いつでも連絡がつく携

帯電話等にする。 
  「サービス提供記録票」（要領第２号様式）に記録し、適切に管理すること。 
  障害者基幹相談支援センター及び利用者等から得た個人情報が記載された資

料・成果物の保管及び運搬に当たっては、情報が漏えい、滅失又はき損されない
よう必要な措置を講じること。 
（例）鍵付きの保管場所で管理する 
   情報の運搬は必要最小限に控え、鍵付きの鞄で運搬する  など 
※ １週間当たりのサービス提供日数は決められているため、利用者から契約内

容変更の申し出があった場合は、「利用証」（第 3 号様式）の「サービス利用」
欄の日数を超えていないか必ず確認すること。 
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※ 承認された日数を超えてサービス提供を希望する場合は、利用者が障害者基幹相談
支援センターに「利用変更申込書」を提出し、サービス提供日数の変更手続きを行う
必要がある。 

 
(2) 請求について（名古屋市障害者自立支援配食サービス事業実施要綱第 12 条） 
  「サービス提供明細書兼請求書」（第 10 号様式）は、サービス提供を行った月

の翌月 10 日までに(公社)名古屋市シルバー人材センターに提出（持参又は郵送）
すること。 
※ 遅れて提出された場合、翌々月到着分として処理する場合があります。 

  返戻分の再提出などの特別な理由なく、月遅れ請求書をまとめて提出すること
のないようにすること（提供日から期間があくと、不備があった場合の確認が困
難なため）。 

  提出済みの請求書を別の月に再度提出することのないようにすること。 
  請求書には、事業者の身分証等（社員証、名札、名刺、指定通知書）の写しを毎

回必ず添付すること。押印に代えて請求書の真正性を担保するため、請求書とと
もに提出が必要。（利用証の写し、障害者手帳の写しは不要。） 

  請求書のコピーを利用者に交付するなどの方法により、利用者に利用実績の確
認を受けたうえで請求すること。 

 
  「サービス提供明細書兼請求書」提出の際の留意事項 

事  項 返戻理由の例 
利
用
証
の
未
確
認 

利用者番号の誤り、 
未記入 

利用者番号は 0 から始まる 8 桁の番号が正しいが、桁数が異
なるなど、明らかに本制度のものではない番号が記載されて
いる。 

氏名の誤り 請求欄と利用者確認欄で名前が異なる。 
有効期間 利用者の辞退日の翌日以降分が請求されている。 

時系列の矛盾 

請求月の最終利用日、利用者確認日、請求日の順（又は同日）
でなければならない。 
※ 8 月分を請求する場合の一例 

最 終 利 用 日：8 月 31 日 
利用者確認日：9 月 1 日 
請 求 日：9 月 10 日 

＜障害特性について＞ 
利用者の障害特性により、配食に際して配慮が必要な場合があります。 
（例）受取に時間がかかる、対人での受取が難しいため電話で確認してほしい など 
契約時に必要な配慮を確認し、丁寧な説明をお願いします。 
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単価の誤り 
障害者自立支援配食サービスの 1 食あたりの補助額は 180
円（中国残留邦人等支援給付受給対象者は 200 円）である
が、1 食あたり 90 円（旧「高齢」区分の単価）で請求されて
いる。 

身分証等の添付漏れ 

身分証等の写しが添付されていない。 
※ 毎回必ず必要です。添付漏れの場合、全件返戻となりま

すのでご留意願います。 
※ 利用証の写しや障害者手帳等利用者の身分証等を添付す

るケースが散見されます。添付が必要なのは、事業者の
身分証等ですのでご留意願います。 

訂正方法の誤り 修正テープや修正ペンを使用している。 
（二重線を引いて訂正すること。訂正印は不要） 

月途中での事業者変更 

配食サービス利用者が、利用申し出のできる事業者は、利用
者が住所を異動した場合、利用する事業者が事業を廃止又は
休止した場合等を除き、月を単位として１事業者となってい
る。上記の場合を除いた月途中での事業者変更時は、変更前
の事業者のみが、本事業を適用した請求ができる。 

 
 

(3) 各種届出について 
  届出内容に変更が生じたときは、指定申請書（第 6 号様式）に変更後の内容を

記載し、シルバー人材センターへ提出すること。 

  事業を廃止しようとするときは、10 日以内に、その旨を廃止届（第 8 号様式）
によりシルバー人材センターを経由して市長に届け出ること。 
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７ その他 
障害者自立支援配食サービス事業に係る要綱、要領及び様式は、ウェブサイト「ウェル
ネットなごや」に掲載していますので、必要に応じてご利用ください。 
https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/service/othersystems/haishoku.html 
TOP〉各種サービス・制度を利用するには〉その他の制度〉障害者自立支援配食サービス 

 
 

  障害者自立支援配食サービスに関する問合せ先 

制度全般に関すること 
名古屋市役所障害企画課福祉担当 
 電話：052-972-2632 

サービス利用申込に関すること 各区障害者基幹相談支援センター 

「サービス提供明細書兼請求書」 
「指定申請書」 
「廃止届」  の提出先 

公益社団法人名古屋市シルバー人材センター
業務部配食サービス担当 
 〒466-0015 
 名古屋市昭和区御器所通 3 丁目 12 番地の 1 
 御器所ステーションビル 4 階 
 電話：052-842-4688 
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令和 8 年１０月 19 日（月） 
令和 8 年度配食サービス事業者講習会 

 

 
 

障害者自立支援配食サービス事業の流れ 
 

 利用者  

     
   

障害者基幹相談支援センター  配食サービス事業所 

   

名古屋市障害企画課  シルバー人材センター 
  

 利用者 事業者 

契 約 前 

障害者基幹相談支援センターに配食サ
ービス事業利用申込書（第１号様式）を
提出し、アセスメントを受ける 

↓ 
配食サービス事業利用証が交付される 

名古屋市シルバー人材センターに
指定申請書（第６号様式）を提出 

↓ 
指定通知書が交付される 

契  約 利用者と事業者が直接契約 

サービス 
提 供 月 

  １か月１事業者の利用 
（利用者が住所を異動した場合、利用する事業者が事業を廃止又は休止し
た場合等やむを得ない場合を除き、月途中での事業者変更は不可） 
  事業者は配達時に安否確認を行う 
  利用者はサービスの自己負担分として「食事代」と「配食経費の利用者負担

分」を事業者に支払う 

サービス 
提供月の 
翌  月 

サービス提供明細書兼請求書（第 10 号
様式）の内容を確認 

利用実績について利用者の確認を
受ける 

↓ 
サービス提供月の翌月 10 日までに
サービス提供明細書兼請求書（第10
号様式）を名古屋市シルバー人材セ
ンターに提出（身分証等の写しを毎
回必ず添付） 

サービス 
提供月の 
翌 々 月 

− 
当該月の 25 日までに指定口座に代
理受領申請分の助成金が振り込ま
れる 

①利用相談・申請 
 食のアセスメント 

④ 
通知（利用証）交付  

利用調整 

申請書等② 
送付  

決定・却下③ 
通知送付  

⑩支払 

⑨請求集約 

⑧請求 

⑥配食 
 安否確認 利用者負担⑦ 

支払 

⑤利用契約 
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障害者自立支援配食サービス事業 Q&A 

 

 質問 回答 

１ 

生活援助型配食サービス事業者

の指定を受けていれば、障害の配食

も取り扱って良いか。 

生活援助型配食サービス事業者の指定に加

えて、障害者自立支援配食サービス事業の指

定申請も必要です。 

第 6 号様式を（公社）名古屋市シルバー人

材センターに提出してください。 

２ 

利用希望者が障害者手帳を持っ

ていれば、配食サービスが利用でき

るか。 

利用希望者が本事業の対象者要件を満たし

ていても、事前に障害者基幹相談支援センタ

ーへの申請が必要です。 

３ 

弁当をデイサービスや職場に配

達しても良いか。 

本事業は、居宅の障害者に対して、食事を配

達するとともに安否確認を行う事業であるた

め、居宅以外の場所への配達は対象となりま

せん。 

４ 

 元の事業者の弁当が口に合わな

いという理由で、月の途中で配食の

依頼があったが、月の前半と後半で

別の業者が請求することは可能か。 

 原則１か月１事業者の利用しか認めませ

ん。 

 月の途中での業者変更が認められるのは、

利用者が住所を異動した場合、事業者の休業

や廃止等やむを得ない場合のみです。 
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 記 入 見 本 

事業所の情報を記入してください。 

【注】事業所番号の変更がある場

合、対象月に指定を受けてい

る事業所番号の情報を記入

してください。 

【注】押印を廃止しています。 

   ただし、請求書提出時は必ず

事業者の身分証等の写しを

毎回必ず添付してください。 

 

必ず請求前に、利用者に利用実績の確認を

受けてください。（押印は不要） 

【注】日付の時系列に注意してください。 

①最終利用日≦②利用者確認日≦③請求

日例）①9/29→②10/2→③10/2 は

OK 

① 

② 

③ 

記載漏れ、誤りがあると請求エラーになりますので、ご注意ください。 

【注】訂正する際は、修正テープ等を使用

せず、二重線を引いて訂正してくださ

い。（訂正印不要） 

 

請求金額を記入してください。 

【注】内訳及び配食実績と相違ない

ことをご確認ください。 

１食あたりの請求額、利用日の合計

日数を記入してください。 

１食当たりの請求額は 180 円（中

国残留邦人等支援給付受給対象者は

200 円）に〇をつけてください。 

利用日に「１」を記入してください。 

【注】「１」以外は記入しないでください。 

利用証に記載されている８桁の利用証番

号と氏名を記入してください。 

【注】介護配食への移行等により障害配食

が辞退されていないか、確認のうえ

ご提出ください。 

【注】サービス提供月の記載漏れが散見

されます。２か所記入が必要ですの

で、ご注意ください。 
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配食サービス事業者における衛生管理・栄養管理 

１ 食中毒予防について 

食中毒予防の３原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 微生物をつけない・・・「洗う！分ける！」 

  次ページの【手洗いのタイミング】時には手洗いを徹底 

  調理場、調理器具は常に清潔を保つ。調理器具は使用の都度洗浄し、必要に応じて消毒 

  食品を保管する際は、他の食品に付いた細菌が付着しないよう密封容器に入れるかラップ

をかける 

  冷蔵庫内は食材ごとに置き場所を分ける 

② 微生物を増やさない・・・「低温保存！早めに提供！」 

  原材料は、保存方法を守って保存 

  調理途中の食品も常温に放置せず、冷蔵庫へ保管し、早めに提供 

  調理後の食品は、急速に冷却(10℃以下)するか、温蔵(65℃以上)で保存 

  冷蔵庫は 10℃以下（生食用鮮魚介類の場合は 4℃以下）、冷凍庫は－15℃以下に保つ 

  温度計を備え付け、定期的に温度をチェックし、記録 

③ 微生物をやっつける・・・「加熱調理！殺菌！」 

  食材の中心部の温度が、75℃で 1 分以上加熱（ノロウイルスに汚染されているおそれのあ

る食品は、中心部が 85℃～90℃で 90 秒以上加熱） 

  まな板、包丁、ふきんなどの調理器具は、洗剤でよく洗ってから次亜塩素酸ナトリウム溶液

や熱湯により消毒・殺菌する 

  野菜及び果物を加熱せずに提供する場合、次亜塩素酸ナトリウム等により殺菌処理をして

から提供する 

 

 

 

保存食は、原材料及び調理済み食品を食品ごとに清潔な容器(ビニール袋等)に入れ密封し

－20℃以下で 2 週間以上保存する ※20 食程度/回以上提供の施設 
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手洗いの方法  ～手洗いは食中毒予防の基本です～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【手洗いのタイミング】      【手洗いミスの発生しやすい箇所】 
 

  

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①爪を切り、時計・指輪等をはずす 

石けん・ペーパータオルを準備する 

②水で手をぬらし、石けんをつけて 

手のひらをよくこする 
③手の甲を伸ばすようにこする 

④指先・爪の間を念入りにこする ⑤指の間を洗う ⑥親指と手のひらをねじり洗いする 

⑦手首も忘れずに洗う ⑧十分に水で流す ⑨ペーパータオルでふきとって 

よく乾かす 

手洗いにより菌やウィルスを洗い流す 

②～⑧については２回繰り返すのが効果的（２度洗い） 

指先や爪の間 

指の間 

親指の周り 

手のしわ 

手首 

手洗い前に行うこと 

・爪は短く切る 

・指輪や時計を外す 

・手荒れや傷がないか確認する 

出典 ： 令和７年度介護保険指定事業者講習会資料、食品取扱者・調理従事者必携衛生管理ガイドブック 

作業場に入る前 
食品に直接触れる 
作業を行う前 

調理済食品を扱う前 

盛付け作業を行う前 

作業を変更する時 顔や頭に触れた後 
器具やふきんに 

触れた後 

食事の前 

外から帰って来た時 

動物に触れた後 トイレの後 
廃棄物処理等の 

作業後 
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器具等の消毒方法 

１ 洗剤等を使用し、汚れを落としてから泡残しがないように十分に洗浄 

２ 次亜塩素酸ナトリウム２００ppm 液に１０分以上浸し、消毒 

※熱湯をまわしかけたり、 煮沸消毒も効果的    やけどに注意してください 

 

ペットボトルを使った消毒剤の作り方 

塩素系漂白剤(5～6%)の原液をペットボトルのキャップで計量 

ペットボトルキャップ１杯 ５㏄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、食事研修Ⅰ研修会 食品衛生課講義「食品衛生について」資料 一部改変 

 

食中毒警報 ※愛知県、岐阜県に同時発令 ４８時間後自動的に解除 

第1項 気温 30 度以上が 10 時間以上継続したとき 

第2項 湿度 90%以上が 24 時間以上継続したとき 

第3項 24 時間以内に急激に気温が上昇して、その差が 10℃以上となったとき 

第4項 次の 3 つの条件が同時に発生したとき 

・気温 28 度以上となり 6 時間以上継続したとき 

・湿度が 80%以上となり相当時間継続したとき 

・48 時間以内に気温が 7℃上昇し相当時間継続したとき 

 

・密閉、遮光保管（ラベルも忘れずに） 

・次亜塩素酸ナトリウムは金属を腐食、色のついた製品を脱色する作用があるので、

使用後は必ず水拭きや水洗いをする 

器具・設備の消 ふん便・吐物等の消毒 
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  令和７年度の発令状況 

第１号 ７月 １日(火) 適用条件 ： 第１項 

第２号 ７月２８日(月) 適用条件 ： 第１項、第３項 

第３号 ８月１８日(月) 適用条件 ： 第１項、第３項 

  令和８年度の発令状況 

第１号 ７月１４日(火) 適用条件 ： 第１項、第３項 

第２号 ７月２1 日(火) 適用条件 ： 第１項、第３項 

 

ノロウイルス食中毒注意報・警報 

注意報 ノロウイルスによる食中毒あるいはその疑いが複数発生

するなど、必要があると認めた場合 

          期間 ： 発令日から翌年３月３１日まで 

警 報 注意報発令中にノロウイルスによる食中毒が続発する場

合など、さらなる注意喚起が必要な事態が生じた場合 

期間 ： 発令日から１週間 

  令和７年度の発令状況 

注意報 令和７年１２月 １日(火)  

警 報  発令なし 

  令和６年度の発令状況 

注意報 令和７年 ２月 ３日(月)  

警 報  第１号 令和７年 ３月 ３日(月) 

第２号 令和７年 ３月１３日(木) 

 

【患者数５００人以上の食中毒事例（令和７年）】 

 

 

 

 

 

 

死者が発生した食中毒事例（令和７年） 

 

 

 

 

 

出典 ： 厚生労働省「食中毒統計調査」 
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【病因物質別事件数発生状況（令和３年～７年）】 

 

 

 

 

 

【病因物質別患者数発生状況（令和３年～７年）】  

 

 

 

以上、食事研修Ⅰ研修会 食品衛生課講義「食品衛生について」資料 
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【本市における原因施設別の発生件数（左側）および患者数（右側）】 

※令和３年～令和７年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 ： 名古屋市 HP「令和８年食中毒発生状況（速報値） 

 

 

【本市における原因別の食中毒発生状況】 

※令和６年１月１日～令和８年８月２７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 ： 名古屋市 HP 過去５年間の食中毒発生状況（令和６年～令和８年） 
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2 HACCP について 

HACCP とは・・・ 

国際的に認められている衛生管理（自主管理）の方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

HACCP の考え方とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理 

事業者団体が作成し、厚生労働省が内容を確認した手引書を利用して、一般的な衛生管

理を主体としつつ、温度管理等の手順を定め、簡便な記録を行う 

【参考とする手引書の例】 

  仕出し弁当のＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理手引書 
https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000792976.pdf 

  名古屋市 HP ： ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理手引書 
https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/page/0000121687.html 
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出典：名古屋市保健所・保健センター「GO!GO! HACCP!!～HACCP の考え方を取り入れた衛生管理の制度化～」 

 

具体的には？ 

実施する必要がある衛生管理の方法を「見える化」する 
 

 

 

 

 

 

以上、食事研修Ⅰ研修会 食品衛生課講義「食品衛生について」資料 一部改変 

 

実施する必要がある事業者 

そうざい・弁当の製造施設を営業することを目的に、保健センターから営業

許可を受けた事業所 

 

何をするか 

① 営業許可を取得し、②食品衛生責任者を選任したうえで、 

 

 

 

① 食品衛生申請等システム 

 営業許可の申請（手数料は別途窓口での納付が必要）および、営業の届出、その後の

変更届等の手続きはオンラインで行うことができます 

※システムへの入力方法等（名古屋市公式ウェブサイト） 

   https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/page/0000143393.html 

 

 

 

 

 

 

文書化することで 

重要なポイントを明確に！ 

実行した内容を記録で残し確認することで 

効率的な衛生管理を行います！ 

◎営業の届出・変更の届出(食品衛生申請システム) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/

shokuhin/kigu/index_00012.html 

「ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理」を実施する 
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② 食品衛生責任者 

  食品衛生責任者は、医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、調理師、栄養士等のほか、

「食品衛生責任者養成講習会」を受講した者を充てることが可能 

→本市が開催する「食品衛生責任者養成講習会」は、営業許可の申請と併せて、施設の

ある区の保健センターで申し込む 

 

３ その他、配食サービスを実施する際の注意事項 

注文受注量 

「いつもより多い注文受注を検討している方へ」 

厚生労働省 HP ： 食中毒 ５．参考資料（リーフレット、動画等） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu

/index.html 

※厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）「国際的な基準に基づく HACCP システムの

導入に関する研究」（研究代表者：東京農業大学教授 五十君静信）の中間報告による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛生管理に加え、作業能力に応じた食数の受注が

食中毒事故の予防につながります 
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４ 配食サービスと高齢者の栄養について 
 

配食サービスで栄養管理の実施を勧奨する厚生労働省通知 

  「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関するガイドライン」の普及

について 

（平成 29 年 3 月 30 日厚生労働省健康局長通知） 

  地域高齢者等における配食の機会を通じた健康支援の推進について 

（平成 29 年 3 月 30 日厚生労働省健康局健康課長通知） 

 

 

 

 

 

配食サービス事業者に期待されていること 

  低栄養対策をはじめとする高齢者の食生活改善は喫緊の課題 

  食事の心配事や困り事を解消し、高齢者の低栄養を予防していくことが重要 

  地域包括ケアシステムの構築に向けては、公的医療・介護保険の活用のみならず、保険外

サービスの有効活用が重要 

 

 

 

 

 

出典 ： 厚生労働省ＨＰ 「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158814.html 

 

ポイントは… 
 

 

 

 

フレイルとは・・・ 

老化に伴う種々の機能低下（予備能力の低下）を基盤とし、様々な健康障害に対する脆弱

性が増加している状態、すなわち健康障害に陥りやすい状態 

葛谷雅文．老年医学における Sarcopenia & Frailty の重要性．日老医誌 ２００９; ４６: ２７９-85 

 

配食サービス事業は、地域高齢者等の健康支援を推進する役割を担って

います 

配食サービス事業者は、地域包括ケアシステムの重要な担い手として、地

域や高齢者の特性に応じた食生活改善に主体的に取り組んでいくことが

期待されています 

高齢者等のニーズに応えつつ、安全に、安心して食べられる食事を提供し、

低栄養とフレイルを予防することです 

51

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000158814.html


咀嚼しにくい方、食事でむせてしまう方が食べにくい食品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 ： 国立長寿医療研究センター・東浦町作成「健康長寿教室テキスト第２版」 

 

 

食品別・食べやすくするひと工夫 
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○配食サービスに関する問合せ先一覧

配食サービス費の請求に関すること
（生活援助型配食サービス）

名古屋市役所介護保険課
給付担当
０５２－９７２－２５９４

配食サービス費の請求に関すること
（自立支援型配食サービス）

名古屋市役所高齢福祉課
介護予防担当
０５２－９７２－２５４０

変更届・休止届・廃止届に関すること
通報件数報告書に関すること（障害者自立支援配食
サービス分を含む）

名古屋市役所介護保険課
居宅指定担当
０５２－２１２－６５３４

配食サービスの運営に関すること
（安否確認・事故報告など）

名古屋市役所介護保険課
居宅指導担当
０５２－９５９－３０８７

配食サービス利用開始(変更）申請書
配食サービス総括票・支給申請書　の提出に関するこ
と

各区役所福祉課
高齢福祉担当

制度全般に関すること
名古屋市役所障害企画課
福祉担当
０５２－９７２－２６３２

配食サービス利用申込に関すること 各区障害者基幹相談支援センター

下記書類の提出先
　「サービス提供明細書兼請求書」
　「指定申請書」
　「廃止届」

公益社団法人名古屋市シルバー人材
センター業務部
配食サービス担当
０５２－８４２－４６８８

所在地
〒466-0015
名古屋市昭和区御器所通３丁目
12番地の1
御器所ステーションビル4階

生
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